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１．はじめに

食料は健康に直接影響を与えるものであり，その安
全性への消費者の関心は非常に高いといえる。特に近
年の健康ブームともいえる状況の中で様々な情報が提
供され，消費者は安心して食べられるものを求めてい
る。しかしながら，それらの情報の中には信憑性につ
いて疑問があるものが含まれており，消費者が情報に
振り回されている側面もあるといえる。
そのような中で消費者に安全な食料を供給するため

に様々な安全基準や規格が設けられている。これらの
規制により消費者の安全が守られているともいえる
が，その一方で有効でないものや過剰なものもあり，
適切な安全基準や規格の設定が求められている。また，
そのような安全基準や規格によって農産物の貿易が制
限されており，輸入品目によっては大きな貿易問題に
まで発展している。
多くの分野で規制緩和が推進される中で食料品につ

いてはむしろ規制が強化される方向であるといえる。
規制の中には科学的・客観的でないものもあり，か
えって危険性を過大評価して消費者の不安を増大させ
ているものすらある。このようなことはマスコミが過
度に不安を煽るような報道を行っていることについて
もいえ，消費者がリスクを適切にとらえることが出来
ないような状況を作り出しており，そのため過剰とも
いえる規制を生み出している。
消費者の安全性についての過剰ともいえる要求は，

安全性の確保の利益を過大に評価することになり，そ
のため安全性確保のために安全基準や規格を守るため
のコストは大きくなり，最終的には消費者がそれを負
担することになっている。また，ある食料品について
一度危険性が指摘されるとその財の消費は大きく減少
し，危険性がなくなっても消費が回復することは困難
である。
このような消費者の食料品に対する危険性の認識や

安全基準や規格による規制によって食料輸入が大きな

影響を受けており，社会的厚生を低下させている。現
状では食料品の安全性確保と規制のためのコストの相
対化が出来ておらず，規制によるコストが安全性確保
による便益を上回るような状況になっているといえ
る。そのため，規制水準を適正化して，過剰な規制コ
ストを排除するような政策がとられるべきであり，そ
れによって食料輸入についても適切な対応が可能とな
る。以下ではこのような食料安全基準が食料輸入に与
えている影響について分析を行う。

２．食品安全基準の策定過程

わが国には様々な安全基準や規格が存在している。
このような安全基準・規格によって消費者の安全が守
られているともいえるが，その一方で有効ではないも
のや過剰であると考えられる安全基準・規格も存在す
る。安全基準や規格は食料品についても存在し，健康
に直接影響するものとして特に厳しく定められてい
る。
そのような状況は諸外国についても同様であり，食

料品の安全基準・規格が各国においてそれぞれ異なっ
ており，そのため農産物貿易においてはその相違の整
合性について問題が生じ，議論を複雑化している。さ
らには，意図的に相手国にとって不利となるような安
全基準や規格を設けることによって事実上の市場参入
障壁として輸入品の排除を行っているケースすら存在
している。
安全基準や規格が貿易に与える影響を排除するため

に各国の規制について整合性をもたせることと各国に
おける安全性の向上を図るということを両立させるよ
うな政策を行うことは非常に困難である。そのため，
これらの複雑な安全基準・規格について各国間で交渉
が行われてはいるが，安全基準や規格の決定過程は極
めて複雑であり，かつ客観性や合理性を欠く場合もあ
るため交渉は難航しており，解決には至っていない。
特に，政治的に恣意的な決定が行われている場合も
多々見受けられ，そのような規制についての交渉は非
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常に困難である。
また，近年は特に食品の安全性の問題については消

費者の関心が高まっており，それを理由として規制が
強化される傾向にある。このような規制は一旦導入さ
れると解除されにくく，状況が変わった場合にも規制
が有効でないものとして残ることになり，様々な弊害
をもたらしている。
その一方で安全基準や規格を定めても，「最終的な

判断は消費者の責任で行われるものである。」という
政府の見解がなされる場合があり，これでは何のため
の安全基準や規格であるのか，規制する意味すら自ら
否定するような行為であるとさえいえる１。
先に述べたように，このように複雑な安全基準・規

格について各国間で交渉が行われているが，解消する
ことは非常に困難である。その理由は農産物に関して
はそれぞれの国で安全性に関する試験等が行われた上
で基準が定められており，その国の定めた基準を撤回
するためには新たなデータによって示さねばならず，
そのようなデータを示すことは困難であるからであ
る。特に，食料品のような財の場合，「危険である。」
ことの証明は容易であるが，「安全である。（危険がな
い。）」ことの証明は非常に困難であるといえる。また，
自国が他国よりも厳しい安全基準を設けているという
ことはその国にとっては望ましいことであり，そのた
め他国の低い安全基準を認めることはないといえる。
このような規制によって官僚はその権限が強化さ

れ，利益を得られる。また，規制に関連してそのため
の団体等を設立し，役員等に天下ることも行われてい
る。官僚は規制の根拠を作るために各種の審議会や委
員会を設けてこれらの規制を定めている。そのような
場では多くの場合，農業や医療・生物の専門家の視点
から検討が行われ，経済的な効率性や経営の合理性と
いった視点は欠如している。その上，官僚は失敗を恐
れるために過剰な対策の採用を望む場合が多いため，
過度の安全対策と考えられるような安全基準や規格が
採用される場合が多くなる。そのような安全対策のコ
ストは最終的には価格に転嫁され，消費者の負担とな
る。このことは農産物の場合にはただでさえ人件費等
の生産コストが高い日本でより一層のコストを増加さ
せることとなり，国際競争力を低下させることになっ
ている２。
さらに，審議会や委員会では審議には時間がかかり

すぎ，いつまで経っても結論が出ないということが
多々あり，弊害となっている。これは様々な分野の専
門家から成り立っているために議論がかみ合わないと
いうことと，完全な対策を求めるためにその方法の検
討に時間がかかるためである。そのため迅速な対応が
求められているにもかかわらず安全基準や規格の制定
やその解除がいつまで経っても出来ないということが
多々起こっている。

このような事例としては平成１３年の日本国内での狂
牛病の発症があり，狂牛病対策が後手後手になったた
めに牛肉の需要が大幅に減少することとなった。さら
にはその影響によって国産牛肉から輸入牛肉への需要
のシフトが起こり，基準を超えるような大量の牛肉が
輸入されたために翌年には輸入牛肉に対してセーフ
ガードを発動しなければならなくなった。本来ならば
日本国内で適切な安全対策がとられていれば輸入の急
増も起こらず，このようなセーフガード発動の必要は
なかったといえる。初期の段階で危険性について適切
な説明を行うなどの速やかな安全対策によって消費者
の不安を取り除くことが食肉需要への影響を最小限に
する方法であったが，審議会や委員会による検討や審
議に時間がかかりすぎたために対応が遅れたことに
よって消費者に過剰な危険性への不安を招いたといえ
る３，４。
また，このアメリカ産牛肉の輸入問題については平

成１５年１２月にはアメリカ国内で狂牛病が発症したため
に輸入が全面禁止となり，日米間で大きな貿易問題と
なった。その際にも対策の検討に大幅に時間がかかり，
輸入再開は平成１７年１２月になってからと約２年もの歳
月を要することとなった５。その背景には日本とアメ
リカの安全基準の違いがあり，日本では安全性に対し
て高い評価がなされており，その確保のためには大き
な費用が生じることも致し方ないと考えられている
が，それに対してアメリカではそのような安全性につ
いて日本ほどは重視されておらずむしろ効率性を重視
しており，このような日米間での認識の相違が大きな
問題に発展した。双方とも自国内でその基準を用いて
いるために相手国の基準を認めるということは自国の
基準を否定することになるために同意することが困難
であり，そのため問題は複雑化して長期化した。最終
的にはアメリカもこのような日本の消費者の安全性に
対する要求を無視することは出来ず，そのため日本へ
の輸出向けと国内向けに違った基準で対応することに
なった。このように同じように消費される牛肉につい
て消費先によってダブルスタンダードが生じているこ
とについては整合性がなく，もしアメリカの主張が正
しければ日本の行っている全頭検査と特定危険部位の
除去は無駄なことであり，日本の主張が正しければア
メリカでは危険な牛肉が消費されていることになって
しまう６。
このような状況が容認されているのは日本の消費者

は安価な輸入品という経済的な利益よりも安全性や嗜
好を重視することによって，たとえ高額であったとし
ても国産品を好み，特に農産物についてはそのような
傾向が顕著であるためである。そのため輸入に関する
規制は継続され，その撤廃は困難となっている。
また，日本のように食料事情に恵まれた国の場合，

食料は豊富にあるため規制によって特定の食料品が不
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図１ 各経済主体の関係

足したとしても代替的な他の食料品で補うことが出
来，そのため深刻な問題とならないためである。例え
ば平成４年に米の不作により国内供給が不足したため
にそれまではタブーとされていた米の輸入が行われた
が，多くの消費者が米ではなくパン等の代替的な食品
の消費を増やすことによって対応したために全く問題
化しなかった。むしろ，輸入米は品質が異なるために
好まれず，余剰米となり問題化した。また，日本が国
際市場で米を大量に購入したために国際価格が上昇
し，米を主食とする国々から自国内での価格上昇につ
ながったとの批判を受けた７。アメリカ産牛肉の輸入
禁止についても同様であり，代替的な他の食肉の消費
を増やすことによって対応することが可能であったた
めに深刻な問題とはならなかった。このように恵まれ
た食料事情の国においては規制によって特定の食料品
が不足したとしても他の食料品で補うために深刻な問
題とならず，消費者が積極的に規制撤廃に取り組む必
要はないといえる。
さらには，個々の消費者にとって規制撤廃に取り組

むためのコストは大きく，そこから得られる利益より
もコストが大きくなるために規制撤廃のための積極的
な働きかけを行うことはないといえる。
政府の行動目的は最も支持を得られるということ，

即ち得票の最大化である。そのために消費者と生産者
との利害関係を調整して政策決定に当たる上で，各経
済主体から最も支持が得られるような政策がとられる
ことになる。具体的には最も有力な経済主体の主張を
取り入れた政策を行うか，またはそれぞれの経済主体
の影響力を反映した政策を行うことになる。農産物を
はじめ多くの生産物について生産者の影響力は大き
く，そのため多くの場合には生産者の支持を得られる
ような政策，すなわち輸入農産物への規制が選ばれる
ことになる。
外国政府の利益も自らの支持の拡大であり，自国政

府と同様に得票の最大化のために生産者の利益を守ら
なければならず，そのため相手国政府に対して規制撤
廃のための積極的な働きかけを行うこととなる。この
ような「外圧」は国内の合意形成が困難な場合には有
効であり，長年にわたって日本はその影響を強く受け
てきた。アメリカ産牛肉の輸入問題についてはまさに
そのようなケースであるといえ，日本国内では安全性
に関する危惧から積極的な輸入再開の意見は少なかっ
たがアメリカ政府から強い要請があり輸入が再開され
た。そのため再度の輸入禁止やその後の輸入再開と
いった経緯についても国内の問題としてよりもむしろ
アメリカとの関係から対応しているという面が強いと
いえる。
農産物輸入のように経済主体間に深刻な利害対立が

存在する場合には新たな政策をとることによってその
どちらかに不利益を与え，また利益を得る方からも十

分な利益が得られなかった場合には不満が生じること
がある。そのため「何もしない」「現状維持」といっ
た政策が選択される場合も多く，日本に限らず多くの
国で「現状維持」または「損害を補償する」という政
策がとられてきた。アメリカ産牛肉の輸入禁止につい
ても約２年も輸入禁止が継続していたのはまさにこの
ような理由によるものである。また，一旦規制や補助
金が導入されると撤廃することが困難となるのもこの
「現状維持」によるものである。農産物については国
内生産の維持と様々な補助金による所得補償によって
このような現状維持といえる政策がとられてきた。例
えば，ある財の輸入自由化の代償として補助金が整備
されるといった方法により生産者の利益の温存が図ら
れた８。この結果として社会的厚生を歪めることとなっ
ている。現在は規制緩和が推進されているが，しかし
ながらこのような事実上の「現状維持」の理由から規
制緩和が必ずしも十分には推進されておらず，特に農
業分野ではそのような傾向が顕著であるといえる。ま
た，規制の撤廃と同時に新たな規制が設けられたり，
補助金や税制等によって生産者に対する助成が行われ
ることもあり，規制撤廃が必ずしも消費者の利益と
なっていない場合も多い９。日本に限らず一般に農産
物保護のための政策は各国で広く行われており，生産
者は外国の農産物の輸入の制限や価格支持政策，様々
な補助金等によって利益を受けているが，特にわが国
では補助金が適切な所得再配分政策となっておらず，
社会的厚生を低下させている。また，そのような補助
金が本来の目的のために有効に使用されなかったり，
なかには補助金の不正受給の問題すら起こってい
る１０。
このように食品安全基準の策定は極めて経済合理性

を欠くような政策決定過程であるものが多いといえ
る。

消費者 → 規制という利害が一致 ← 生産者

安全性確保 ＝ 輸入品排除

↓圧力

政府 規制維持

得票（支持）の最大化

↓

対立，交渉

↑外圧

外国政府 規制撤廃

得票（支持）の最大化

↑圧力

外国生産者 規制撤廃

輸出の実行

３．食料輸入の政策決定

前章で見てきたように様々な理由から食料品に関す
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メリット デメリット

生産者 所得増加 政治的行動のための費用

消費者 安全性の確保 価格上昇

表１ 安全基準や規格による規制のそれぞれの経済主体のメ
リット・デメリット

規制 規制撤廃

生産者 USR USF

消費者 UCR UCF

表２ 規制と規制撤廃によるそれぞれの経済主体の利得

る安全基準や規格が定められており，これらの規制に
よって食料輸入は大きく制限されている。安全基準や
規格が貿易に与える影響を排除するために各国の規制
に整合性を持たせることと各国における安全性の向上
を図ることを両立させて政策を行うことは非常に困難
であるといえる。
貿易理論に基づけば自由貿易は最も望ましい貿易シ

ステムであるといえるが，しかしながら現実には関税
や様々な非関税障壁によって保護貿易が行われてい
る。そのような非関税障壁の中には食料品に対する安
全基準や規格が存在し，農産物貿易に大きな影響を及
ぼしている。このような規制を撤廃して自由貿易に移
行することによって社会全体の経済厚生は改善すると
いえるが，その一方で農産物の国内生産者は不利益を
被るといえ，そのため自由貿易の実現は困難となって
いる１１。特に大国の場合には最適な規制水準の元で社
会的厚生が最大化するために自国にとって保護貿易は
利益となり，そのため多くの国が規制を利用して自国
の社会的厚生を最大化している。
過去の世界的な貿易自由化交渉によって関税の撤廃

が進む中で関税に代わる手段として様々な非関税障壁
による保護貿易が行われており，食料品に対する安全
基準や規格はこのような輸入を制限する重要な手段と
して用いられている。ここではある食料の輸入につい
て安全基準や規格といった非関税障壁によって規制さ
れている場合について，その政策がどのように選択さ
れるのかをモデルを用いて分析を行う１２。
まず，規制によってそれぞれの経済主体には表１の

ようなメリット・デメリットがあると考えられる。

生産者にとってはメリットとしては規制により安価
な財が輸入されないことによって需給が逼迫し価格上
昇や国内生産の増加，その結果として所得の増加が起
こることである。デメリットとしてはこのような規制
を継続するために必要な政治的行動のための費用，即
ち政治献金やロビー活動，さらには接待や場合によっ
ては非合法な贈賄といったことがあげられる。
消費者にとっては安全基準や規格によって食の安全

性が確保されるというメリットがある。消費者は食の
安全性の確保を最も重要であると考えており，そのた
めたとえデメリットとして需給の逼迫による価格上昇
が起こったとしても安全性確保の代償として致し方な
いことであると考えている。
このように安全基準や規格による規制（R）と規制

撤廃（F）という二つの選択肢のある政策について，
生産者（S）と消費者（C）のそれぞれの経済主体は
各々の政策から得られる利得の期待値 Bとその政策
が実施される確率 Pから，その政策によって得られ
る利得を次のように定義する１３。

Uij＝Bij×Pij i＝S, C， j＝R, F
よって，このような規制が継続された場合と撤廃さ

れた場合のそれぞれの経済主体の利得の関係は表２の
ように示される。

規制により生産者は利益を受けることから BSR＞BSF

であり，かつ生産者はその利益となる政策の実現のた
めには積極的に活動するため PSR＞PSFであり，よって
USR＞USFと定義できる。
また，規制撤廃により消費者は利益を受けることか

ら BCR＜BCF，であり，かつ消費者はその利益となる政
策の実現のためには積極的に活動するため PCR＜PCFで
あり，よって UCR＜UCFと定義できる。
但し，規制による生産者の利益は規制撤廃による消

費者の利益よりも大きいといえ，その利益は BSR＞BCF

であり，また，政策が実現された場合の利益の大きさ
の違いから消費者よりも生産者の方が政治的な働きか
けを行う熱意や能力は高く，そのためそれぞれにとっ
て望ましい政策が実現される確率は PSR＞PCFである。
よって USR＞UCFと定義される。
政策決定のために投票による政治的行動が行われ

る。双方とも投票行動にかける費用は VCとする１４。
さらに，これとは別に生産者が規制の維持のために政
治的活動にかける費用を PCとする１５。
生産者が規制の維持のために投票や政治活動を行う

には，
USR＞USF＋PC＋VC

を満たしている必要があり，
消費者が規制撤廃のために投票を行うには，
UCF＞UCR＋VC

を満たしている必要がある。
よって，それぞれの投票コストは，
USR－USF－PC＞VC
UCF－UCR＞VC

と表される。USR＞UCFより，PCの値がかなり大きかっ
たとしても生産者にとっての VCよりも規制による利
得は大きく，生産者は規制が維持されるような投票行
動をとるといえる。このことは生産者はたとえ VCや
PCが大きかったとしてもそれよりも得られる利得が
大きいために投票を行うと言い換えることができる。
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消費者にとっては UCR＜UCFであると定義してきた。
しかしながら消費者はこれまで見てきたように規制に
よる食の安全性に関する関心が非常に高いといえる。
規制によって得られる食の安全性確保による利得を
SAとして定義する。その場合には UCR＋SAが規制に
よる消費者の利得となり，

UCF－UCR－SA＞VC
とならねばならないが，SAの大きさによっては VC

�０となってしまい，投票によるメリットがなくなっ
てしまうため，そのように UCFが大きいということは
困難である。
そのため，実際には UCR＋SA＞UCFとなり，
UCR＋SA＞UCF＋VC

であり，消費者の投票コストは，
UCR－UCF＋SA＞VC

となる。SAの存在によって投票コストよりも利得は
大きくなり，よって消費者についても規制が継続する
ような投票行動をとるといえる。このように消費者は
安全性について非常に関心が高く，それを規制による
メリットと考えている。
生産者にとってはこのように消費者が食の安全性に

高い関心を持っていることから規制が継続されること
で利益が得られているといえる。しかしながら，輸入
財に対する安全基準同様に国内でもトレーサビリティ
等の食の安全に関する規制のためにその対策としての
費用 SCが生じ，そのため UPR－SCがトレーサビリ
ティ等の規制のもとでの生産者の利得となる。
よって，

USR－SC＞USF＋PC＋VC
となり，生産者の投票コストは

USR－USF－PC－SC＞VC
となる。そのため，SCのような規制対策の費用が存
在する場合，また，規制対策が強化された場合には規
制を維持するための投票コストは相対的に低下する。
このように通常なら利害対立しているはずの消費

者，生産者が共に規制を維持するような政策を支持す
ることになる。
また，生産者，消費者双方共にその他の様々な補助

金も加えて考えることができる。規制撤廃した場合に
行われる生産者への補助金を SUとすれば，

USR＞USF＋SU＋PC＋VC
となり，

USR－USF－PC－SU＞VC
となる。そのため，SUのような規制撤廃を補償する
ような補助金が存在する場合には規制を維持するため
の投票コストは相対的に低下することになる。
規制の撤廃のためには，

１．安全性の確保，即ち SAの低下
２．規制対策の費用の増加，即ち SCの増加
３．補助金の増加，即ち SUの増加

といった行動が必要である。これらによって投票コス
トが相対的に低くなり，生産者や消費者が積極的に規
制政策支持の投票を行うインセンティブが低くなる。
これまで見てきたように食料については特に消費者

はその安全性について高い水準を求めており，そのた
め消費者が SAによる利得が大きいと認識しており，
安全性確保のための規制政策を支持する投票コストが
相対的に高められており，規制撤廃は行われなくなっ
ている。規制撤廃のためには消費者が SAによる利得
を小さく考えるようにしなくてはならない。即ち，輸
入された財の安全対策を万全なものにすることが必要
である。
しかしながら，安全性を高めるというよりもむしろ

消費者の不安をあおるような政策が行われる場合が
多々ある。そのような場合はかえって SAを大きくし
てしまうことになり，それによって規制がより一層支
持されることになる。
また，一般的に外国生産者に比べて国内生産者の SC

は小さいケースが多いため，国内についても適切な安
全対策の強化を行うことによって SCを増加させるこ
とが必要である。
規制撤廃の代償としての補助金 SUを増加させるこ

とも有効な手段である。現実にも様々な輸入自由化の
代償として国内での補助金政策が行われており，その
ような政策を通じて規制の撤廃が可能であるといえ
る。但し，このような補助金政策を行うためには規制
の撤廃から得られる利益と補助金との関係が社会的厚
生を改善するものであるという条件が必要である１６。
また，安全対策の強化のための補助金が支給される場
合もあり，そのような場合はかえって SCを小さくし
てしまうことになり，それによってむしろ規制が支持
されることになるといえる。
さらには，規制の撤廃のためには，

４．海外からの政策変更圧力
の存在も重要である。国内的に合意が困難な事項，特
に深刻な利害対立が存在するような場合にはそのよう
な圧力は重要であり，圧力が増加すれば投票コストは
相対的に低くなるといえる１７。
これらの状況は図２のように表すことができる。貿

易が行われていない場合には国内価格 Pdのもとで E

が均衡となり，国際価格 Pfとすれば自由貿易の下で
は Fが均衡となる。ここでこの輸入財の安全性に対
する危惧が生じ，その対策のためのコストが生じたと
する。このようなコストは輸出国の私的限界費用（P
MCf）に加えられ，社会的限界費用（SMCf）と一致す
ることになる。このことによって均衡は F’となり，
輸入は減少する。
しかしながら消費者は安全性に対して強い関心を

持っており，そのためより高い安全性を確保するため
に更なるコストを必要としていると考えられる。即ち，
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それが SAである。そのため価格は SAの分だけ上昇
し，そのような均衡が F”であり，ここでは輸入は行
われることはない。
このように消費者の安全性に対する高い認識は規制

を招き，規制撤廃のためには SAを引き下げることが
必要であるといえる。
次に，図３において国内供給者側についての分析を

行う。図２と同様の条件のもとで，国内の生産者の供
給曲線，即ち私的限界費用（PMCd）は Sとして定義
される。このもとで安全対策のための規制の費用 SC

の増加は供給曲線 Sを S’にシフトさせ，これは社会
的限界費用（SMCd）と一致することになる。このこ
とによって国内生産者の供給は減少し，輸入は増加す
る。
つまり，規制撤廃のためには国内生産者に適切な水

準の SCを負担させることが必要であるといえる。
また，これらの方法は規制撤廃の代償としての補助

金 SUを用いても行うことが可能である。

４．食料輸入への影響

これまで見てきたように消費者は食料品の安全基準
や規格といった規制の撤廃に積極的ではなく，むしろ

安全性追求の立場から規制の継続を支持しているとい
える。その結果としてこれらの規制は農産物の輸入に
大きな影響を及ぼしている。
日本の消費者は近年の健康志向とあわせて食品の安

全性に特に関心が高く，一般消費者への各種のアン
ケートでは安全性が心配だからという理由で食料品に
関する規制の解除には圧倒的に反対が多い１８。このよ
うに消費者が安全性を追求することについてはマスコ
ミ等がこの問題を扇情的に扱うことにも一因があると
は考えられるが，農産物については農薬の使用やその
他の安全性に関する様々な指摘について一貫して厳し
い基準での対応を要求していることから考えて，安全
性の追及は消費者にとって最も重要なニーズであると
考えられる。
そのようなことは消費者団体についてもいえる。通

常は消費者団体は消費者の利益として安価な財の供給
を求めるはずである。しかしながら日本の消費者団体
は価格の安さよりも安全性の追求に熱心であり，その
ための費用が価格に転嫁されて消費者は高価な財を購
入しなくてはならなくなっても容認している。また，
消費者団体自身が生産者との共同開発などを行ってお
り，消費者の立場よりもむしろ生産者の立場を代弁し
ている場合すらある。さらには日本の消費者団体は外
国産農産物については原産国との安全基準等の違いか
ら否定的な見解を示す場合が多く，安価な外国製品の
輸入を積極的に推し進めて消費者の利益を確保すると
いうのではなく，外国製品の排除を行い，国産品を奨
励するような行動をとっている。
安全基準や規格による規制によって輸入は制限さ

れ，その結果消費者の利益を阻害し，社会的厚生を歪
めている。消費者は安全性の確保という理由からこの
ような状況を容認しているが，その根拠となっている
安全性の確保が客観的な基準に基づいておらず過剰な
場合もある。また，先に述べたようにそのためのコス
トは消費者が負担することになっている。外国製品の
排除も結果として競争を阻害するという国内生産者に
都合のよい状況を作り出している。このような一見消
費者のための安全性の確保という政策も国内生産者の
利益にしかなっていない場合も多いといえる。
食料輸入に関して規制が継続している最大の理由は

このように消費者が安全性による利得が大きいと認識
しているために規制政策を支持しているためである。
規制撤廃のためには消費者が現在の安全性による利得
を過大であると認識する必要がある。即ち，輸入財の
安全性の利得を減少させることが必要である。
そのためには�徹底した安全対策により安全性を万

全なものにすること。�食料品に関する適切な情報の
提供によって不安を取り除くこと。が必要である。
�についてはそれが徹底されなかった場合にはか

えって安全性への不安が高まり，より消費者の安全性

PMCd＋SC
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による利得を高めることになる。そのため徹底した品
質管理等によって安全性の確保が必要であるといえ
る。しかしながら，消費者に対して危機の初期段階で
適切な危険性の説明が不足し，結果として消費者の不
安を煽るような政策がとられる場合があり，かえって
安全性への利得を大きくしてしまい，それによって規
制がより一層強化されることとなっている場合があ
る１９。また，マスコミをはじめとして過度に不安を煽
るような情報も多い。過度に不安を強調するのではな
く，どういった条件下で危険性があるのかといった適
切な情報の開示が必要である。また，最大の問題はあ
まりにも不安を煽りすぎたために規制撤廃後も消費者
が輸入財を購入しないようになってしまうことであ
り，社会的厚生の低下を招いている。
安全性への不安というものは客観的ではない。これ

は個々人によって安全性に関する認識が異なることに
よるものであり，また，小売店，外食産業等でも個々
の企業によって同じ輸入財に対してもそれぞれ基準や
取り扱いが異なっており，そういったことも消費者の
混乱を招いているといえ，客観的な情報に基づいた対
応が必要であるといえる２０。
�については「トレーサビリティー・システム」等

の情報が提供されるようになり，消費者にとっては安
心して購入することが出来るような状況が整備された
といえる。
「トレーサビリティー・システム」は安全性の確保

と産地の偽装を防ぐために消費者が原産地を特定する
ことを可能にしたシステムであり，法律によって整備
されることとなった２１，２２。例えば，食肉，特に牛肉は
消費者は国産品と輸入品を明確に区別しており，また，
国産品でも特定の産地のブランド品などについては高
い評価を与えており区別して消費している。このよう
なブランド品については食肉に関して余程の知識がな
い限り一見すると区別がつかず，一般の消費者にとっ
ては外見から判断することは不可能である。そのため
消費者は販売者による産地表示を信じるしかなかった
が，特定の産地の牛肉は高値で扱われるために産地の
偽装や輸入牛肉を国産牛肉と偽ることが過去に行われ
てきた。また，牛の出生地と育成地，出荷地が異なる
場合，様々な基準が設けられてはいるが最終的な出荷
地を「産地」として付加価値の高いブランド品として
出荷するような方法もとられてきた。輸入牛肉につい
ては生体で輸入し国内で屠殺したので「国産牛」とし
て出荷する場合もあった。
そのため法律で「トレーサビリティー・システム」

の導入が定められ，こういった産地の偽装を防ぐこと
が可能となった。しかしながらそのためのコストは膨
大であるといえ，価格に反映されて最終的には消費者
が負担するものとなっている。
消費者は安全性に関して非常に高い関心を持ってい

るのは事実であるが，「トレーサビリティー・システ
ム」のような原産地の特定に消費者はそこまで関心を
持っておらず，「トレーサビリティー・システム」が
導入されてはいるが積極的に活用されているとは言い
難い。また，トレーサビリティー・システム対策の補
助金の不正使用やシステムが煩雑すぎるために導入の
失敗も起こっている。そのためこういった対策のため
にそこまでコストをかけるべきものかは疑問であると
いえる。むしろ消費者は科学的な専門知識に乏しいた
めに，トレーサビリティーによる生産過程の情報と共
に，どういった条件下で危険性があるのかといった情
報の開示が必要であるといえる。
規制が撤廃された後に消費者に生じてくる問題とし

ては，一旦輸入が制限されてしまった場合，規制撤廃
後も以前のように安価に入手できるかどうかはわから
ないということである。例えば輸入再開されたアメリ
カ産牛肉の場合は全頭検査や特定危険部位の除去のた
めのコストが増加することによって価格に転嫁される
といえる。また，輸入牛肉の価格上昇の影響で外食産
業などでの価格も上昇しており，物価の上昇につな
がっていくと考えられる。このようなアメリカ産牛肉
の輸入規制による損失は様々に試算されているが，現
状では消費者はそれ以上に牛肉に対する安全性の利益
を重視している。牛肉の場合は一旦は輸入再開したが
安全性に関する懸念から再び輸入禁止されたことで安
全性の利益が以前よりも大きくなってしまったことの
影響が大きく，各種のアンケートでも消費者はアメリ
カ産牛肉を購入しないという回答が多い。このように
輸入が再開されても一気に輸入牛肉に向かうというこ
とはなく，消費者は安全性の利益を考えながら相対的
に輸入牛肉の消費を増加させていくといえる。
これまで見てきたように，安全性の利益の存在のた

めに通常なら利害対立するはずの消費者と生産者が同
一の見解をとっており，そのため国内での合意が「輸
入しない」という結論に至っており，その弊害は大き
いといえる。
日本においては安全性に対して高い評価がなされて

おり，そのためその確保のためには大きな費用が生じ
ることも致し方ないことと考えている。それに対して
アメリカではこのような安全性について日本ほどは重
視されておらず，危険性と検査費用等の効率性との相
対的な問題として考えられている。安全基準や規格に
よる食料輸入への影響を排除して社会的厚生を高める
ためには日本の消費者にもそのような視点が必要であ
るといえる。

５．まとめ

食料品に関しては安全基準や規格によって様々な規
制が行われている。このような規制によって消費者の
安全が守られているともいえるが，その一方で食料品
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の輸入を制限して国内生産者の保護になっており，日
本の消費者や輸入食料の最大の需要者である外食産業
等の経済的損失は大きいといえる。
このような状況が容認されているのは消費者は規制

を経済的損失としてよりもむしろ「安全性に関する利
得」と認識して行動しており，望ましい状況であると
考えているためであり，日本政府・農林水産省はこの
ような消費者の安全性に関する厳しい認識のもとでは
万全の対策を講じないで輸入食料品に対する規制を解
除することは不可能であるという見解をとっている。
本来は相反するものであるはずの消費者の利得と生

産者の利得が消費者の安全性に対する要求から「規制
の継続」として一致することになっており，そのため
このように利害が一致している限りは日本における最
適な政策は規制の継続となっている。消費者は「規制
による利得」が存在すると認識しており，そのような
利得を過大評価する傾向にあり，そのため一旦導入さ
れた規制の撤廃は困難である。
同様の「規制による利得」の事例は様々な分野で存

在している。例えば電気通信や郵便，金融の分野でも
かってはこのような「規制による利得」が過大評価さ
れており，それらの分野の民営化や自由化については
否定的な意見が大勢であった。しかしながら近年では
様々な分野で自由化が進められ，規制がなくても安全
性等は守られ，むしろ利便性が高まることが示されて
いる。
農産物については「規制による利得」が過大評価さ

れており，輸入規制解除に反対するという状況が消費
者も含めて「一国の利益」として政策決定されてきた
が，このような政策決定過程では真の意味での消費者
の利益や社会的な効率性は考慮されておらず，「安全
のためにはいくらでも費用をかけてよい。」という認
識になっており，社会的な厚生を低下させているとい
える。
また，規制緩和が推進される中で新たな規制を作り

出すことはそれに関連する官僚の権限強化や利権と
なっており，真の意味での消費者保護や社会的な利益
に反することであるといえる。
このような状況を改善するためには消費者が「規制

による利得」を適切にとらえ，政策決定に関して適切
に判断することが必要である。それによって規制が撤
廃されて輸入が拡大し，消費者の厚生，さらには社会
的厚生が改善するといえる。

注

１ 平成１８年７月のアメリカ産牛肉の輸入再開の際にそのよう

な見解が示されて批判された。政府がこのような見解を示し

た背景には平成１７年１２月に輸入再開しておきながら翌月には

すぐに輸入禁止したという経緯があり，再度の輸入禁止の可

能性があるためであるといえる。

２ 例えば牛肉のトレーサビリティは狂牛病等への安全性の確

保と産地の偽装を防ぐためのものであるが，そのためのコス

トは膨大であるといえる。その上トレーサビリティのもとで

も産地偽装等はあり得る。

３ 詳しくは水野英雄（２００４）「狂牛病の牛肉需要に及ぼす影

響とセーフガード発動に関する考察」を参照。

４ 狂牛病は各国で発症したり，発症した国からの輸入が行わ

れていたりしたことによって各国で対応する必要性が生じた

が，リスクを低減し消費者に安心感を与える結果となるよう

な適切な対応であったといえるものは皆無であった。

５ 但し，輸入再開の条件である特定危険部位の除去が完全で

はなかったために平成１８年１月に再度の輸入禁止となり，そ

の後平成１８年７月になってようやく輸入が再開された。

６ 詳しくは水野英雄（２００６）「BSEによるアメリカ産牛肉規

制の経済分析」を参照。

７ 主食である穀物の生産は多くは国内需要向けであり，その

余剰が貿易されているに過ぎず絶対量は多くない。特に米を

主食とする国は限定されており，国際市場での取引量は多く

なかった。そのため日本が米を大量に購入することによって

価格の上昇が起こった。

８ このような補助金としては平成５年１２月の GATTウルグア

イラウンド農業合意の代償として平成１２年度までの６年間に

総額６兆円以上のウルグアイラウンド農業合意関連対策が実

施されている。

９ 特殊法人の改革についても事業の見直しや統廃合等が行わ

れてはいるが，大部分は名称の変更のみで実質的な業務内容

等は変わっていない場合が多い。また，新たな規制を設けて

新たな天下り団体を創設しているケースも多々見受けられ

る。

１０ 特に牛肉に関しては狂牛病対策に関連して輸入牛肉を国産

牛肉と偽装する事件が起こっており，廃棄とその補償という

政府の対応自体に問題があったとも考えられる。

１１ 規制についての社会的厚生分析は様々な研究が行われてい

る。詳しくはMakoto Yano, Rika Takahashi, Hideo Mizuno（２００５）

“Welfare Losses from Non-Tariff Barriers: The Japanese Beef

Quota Case” 他を参照。

１２ ここでの分析は水野英雄（２００６）「アメリカ産牛肉輸入の

政策決定―消費者重視への移行のために―」に基づいており，

詳しくはそちらを参照。

１３ 投票行動について分析しているモデルとしてはライカーに

よる研究がある。ライカーモデルでは，R＝P×B－C＋Dと

定義し，有権者は２つの政党間で争われる選挙で投票に参加

することから得られる期待効用 Rを，B：各選択肢から得ら

れる期待効用の差，具体的にはそれぞれの政党の政策による

効用の差，P：自分の投票が選挙結果に影響を与える確率，C：

投票参加の機会費用，D：投票行為によって義務を果たすこ

とにより得られる満足感，によって決まることを示し，Rが

高くなれば積極的に投票を行い，Rがゼロ以下なら棄権する

と示している。

１４ 本研究では投票コスト VCを「その政策を支持することに

かけてもいいと考える機会費用」として定義する。そのため

一般的に定義される投票コスト（投票所へ足を運ぶことの機

会費用）とは区別して考えている。

１５ 政治的活動にかける費用 PCを投票コスト VCと区別して

定義しているのは，PCは政治献金等により明確に認識でき

る費用として定義したためである。

１６ 補助金の中には実質的には農業と無関係である分野に向け

られるものも多い。具体例としては利用頻度の低い農道の建
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設や農業振興のためと称する地域施設の建設というものがあ

げられる。

１７ 先に述べたようにアメリカ産牛肉の輸入再開に関してはこ

のようなケースであるといえる。

１８ 例えば，アメリカ産牛肉の輸入については多くのアンケー

ト調査の結果が輸入再開に反対するものが多数であり，また，

輸入再開されてもアメリカ産牛肉を消費しないという回答が

消費するという回答よりもはるかに多くなっている。

１９ 狂牛病によるアメリカ産牛肉の輸入再開と再度の輸入禁止

はまさにそのような事例であり，一旦輸入再開したものを再

度輸入禁止したためにかえって消費者の不安を高め，輸入再

開後も消費が増えないような状況を招いている。

２０ 例えばアメリカ産牛肉については小売店や外食産業により

「危険性は無いので提供する。」と「危険性があるので取り

扱わない。」と対応が正反対になっている。

２１ 牛肉については平成１５年６月に「牛の個体識別のための情

報の管理及び伝達に関する特別措置法」が制定された。これ

は狂牛病等への安全性の確保と産地の偽装を防ぐためのもの

であるが，そのためのコストは膨大であるといえる。

２２ 詳しくは梅沢昌太郎編著（２００４）『トレーサビリティ―食

の安心と安全の社会システム―』，横山理雄監修（２００４）『食

の安全とトレーサビリティ』他を参照。
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